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事業種目

（資本金の金額）

税理士等の氏名

〒 ７４５－００７１

周南市岐山通１丁目１番地

○○工業株式会社 周南 太郎

周南市岐山通１－１

有 ・ 無

有 ・ 無 12 特別償却又は圧縮記帳

 13 税務会計上の償却方法

 14 青　　色　　申　　告 有 ・ 無

定率法・定額法

◎前年度までに申告された方には、住所・氏名及び取得価額を
　昨年度の申告を基に印字しています。

法人にあっ
てはその名
称及び代表
者の氏名

０８３４－２２－８２１１（電話

　　 （ フリガナ ）

所

有

者

令和

　　　　　　　　　　　　）

償却資産申告書

300 000

十億 百万

500300 000

　　令和　　 年   月    日

 8 短縮耐用年数の承認 有 ・ 無

 10 非 課 税 該 当 資 産

 11 課 税 標 準 の 特 例

 9 増 加 償 却 の 届 出

有 ・ 無

百万 千

課　税　標　準　額
（ト）

円

１９ 増減なし
前年中に資産の異動がなけれ
ば○をしてください。

20 資産なし
令和７年１月１日現在、資産を
お持ちでない方は○をしてくださ
い。

１８ 備考
・種類別明細書（増加・減少）
・課税標準特例該当資産届出
書

１６ 借用資産
家屋を除く借用資産（リース資
産）がある場合は、貸主の名称を
記載してください。

１５ 資産の所在地

周南市内の資産の所在地が住

所地以外にもある場合は合わせ

て記載してください。

４ 事業種目
事業の種目を具体的に記載してください。
また、法人にあっては、資本金又は出資金
等の金額も記載してください。

８～１４
該当する方を○で囲んでください。

５ 事業開始年月
周南市内で事業を開始した年月を記載してください。

２ 氏名
所有者が法人の場合は、
その名称及び代表者の氏
名を記載し、 屋号があれ
ば記載してください。

１ 住所
個人は住民票上の住所
地・法人は本店の所在地
を記載してください。また、
納税通知書の送付先が別
にある場合はカッコ書きで
記載してください。

６・７
申告書の内容について、お尋ねする場合がありますので、
応答される方の氏名及び電話番号と、申告書の作成を税
理士等に依頼されているときは、税理士等の氏名及び電
話番号も記入してください。

（イ）欄には、前年度まで
の申告に基づき、資産の
取得価額を種類別に合計
して印字しています。

初めて申告される方は、
（イ）、（ロ）の欄を書く必要
はありません。

受付印

「所有者コード」欄には、前年度
まで申告された方については、
コードを印字しています。
今回、初めて申告される方は、記
載不要です。

２1 異動事由
廃業・解散等の場合について
○をつけて異動年月を記載してく
ださい。

網掛け部分は記載しないでください。

ただし、電算処理により全資産申告を行う事業所は記載

を必要とします。

３ 個人番号(マイナンバー)又は

法人番号を記載してください。

令和４年度申告書より押印
は廃止になりました。


